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2023年１月期 通期業績予想の修正に関するお知らせ 
 

 当社は、最近の業績動向を踏まえ、本日開催の取締役会において、2022 年３月３日に公表いたしました通期

連結業績予想を修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１． 業績予想の修正について 

2023年１月期通期連結業績予想数値の修正（2022年１月21日～2023年１月20日） 

 

売 上 高 

(百万円) 

営業利益 

(百万円) 

経常利益 

(百万円) 

親会社株主に

帰属する 

当期純利益 

(百万円) 

１株当たり 

当期純利益 

（円 銭） 

前回発表予想 (Ａ) 23,204 1,568 1,639 1,184 67 55 

今回修正予想 (Ｂ) 20,880 810 1,320 730 41 63 

増   減   額 (Ｂ―Ａ) △2,324 △758 △319 △454 ― 

増   減   率 (％) △10.0 △48.3 △19.5 △38.3 ― 

（ご参考）前期実績（Ｃ） 

(2022 年１月期) 
20,781 1,474 1,530 1,001 65 00 

前期末比(％)（Ｂ÷Ｃ） 100.5 54.9 86.2 72.9 ― 

 

（修正の理由） 

当初、新型コロナ感染症の影響から、新しい生活スタイル（庭での暮らし方）が生まれこの２年間で定着し

てきたことから、当社としてはガーデンニングおよびガーデンエクステリア商品の販売が継続的に伸長してい

くと見込むなかで、ブランド力の向上、生産設備・人材の強化も必要と考え先行投資型費用を計画しておりま

した。  

そのような中、今期に入り、海上運賃が当初予想の１コンテナ5,000ドルから最大20,000ドルへの増加、原

材料においてもアルミの高騰により当初予想から約８％増加、また、急激な円安の影響から当初予想から19％

～29％増加しました。また、海外市場ではロシアウクライナ戦争の影響から欧州においてはエネルギー価格お

よび生活必需品等の物価高騰から買い控えなどの影響を受けました。 

これらの影響を受け、2023年１月期第３四半期累計期間における売上高は、売上構成比の大きいプロユース

事業が自社展示会TGEF2022（タカショーガーデン＆エクステリアフェア2022）の開催やブランド価値向上を目

的に、テレビコマーシャルとWEBプラットフォームを連動させた新しいDX型販売促進活動を積極的に行ってき



たことから当初予想比98.6％とほぼ当初予想どおり推移したものの、海外事業においては、上記の理由に加え、

米国での、外出自主規制の緩和により海外旅行やアウトドアへの関心が高まり一時的にホームセンター・ガー

デンセンターにおける集客が低迷したことや、ロシアウクライナ戦争の影響から欧州においてはエネルギー価

格および生活必需品等の物価高騰から買い控えなど影響で、店舗の在庫過多による在庫調整から取引先との納

期調整が発生し急激な消費減少となったことから当初予想比48.5％と大きく減少しました。 

営業利益においては、売上高が減少するなか、仕入原価の高騰や、売上拡大に向けた展示会等の販売促進費、

設備投資費用や人材確保などの先行投資費用が当初予想比98.1％とほぼ当初予想どおり推移したことから、当

初予想比43.8％となりました。 

経常利益においては、外貨建て取引における為替差益が463,162千円計上されたこともあり当初予想比

78.6％、親会社株式に帰属する当期純利益は繰越欠損金の解消に伴い税負担率が上がったこともあり、当初予

想比60.1％となりました。 

第３四半期累計期間の結果を踏まえ、第４四半期連結会計期間においても、市場環境は大きく変わらず推移

すると考えられることから、第３四半期累計期間での売上高および利益の落ち込みを解消するまでの回復が難

しいと考えられることから、通期連結業績予想につきまして、上記の通り修正いたしました。 

 

２． 配当予想について 

  当社の配当金につきましては、安定的な配当を継続することに重点をおきつつ、業績に応じた利益還元を 

行うことを基本方針としております。また、株主還元の指標として配当性向(連結)30%を目標としておりま 

す。今般、当社は業績予想を下方修正することとなりましたが、2023年１月期の期末配当金につきましては、 

上記の基本方針、経営状況及び当社を取り巻く経営環境などを総合的に勘案し、当初予想どおり１株当たり  

23円の修正はございません。 

 

 

（注）上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいており、実際の業績は当社を

取り巻く様々な要因により予想値と異なる場合があります。 

以  上 


